
○議長（鳥居直記君） 出席議員半数以上でありま

す。これより議事日程第２号により本日の会議を

開きます。

日程１

市政一般質問

について、これよりお手元に配付いたしました質

問通告表により、順次、市政一般質問を行います。

15番板坂博之議員。

〔板坂博之君登壇〕

○15番（板坂博之君） おはようございます。

質問通告に従いまして、順次、質問いたします

ので、市長並びに関係理事者の明快な答弁を求め

るものであります。

質問通告をしておりました「補助金・貸付金に

ついて」は、時間がありましたら自席より質問を

させていただきます。

最初に、長崎衛生公社に対する本市行政のかか

わりと責任について質問いたします。

公共下水道の普及に伴い、し尿収集人口は減少

の一途をたどり、これに比例して、くみ取り収入

も減少し、長崎衛生公社経営に深刻な影響を及ぼ

しております。このようなことから、将来にわた

るし尿の適切な収集を確保し、し尿収集体制の規

模適正化を図り、あわせて衛生公社の営業安定化

を目的とした長崎衛生公社経営安定化事業計画を

平成９年２月に作成しました。この事業計画は、

し尿収集体制の見直し、衛生公社自主改善策の実

施、代替業務の提供を大きな柱として、今後、こ

れらの計画に基づき、順次、具体的方策を実施し

ていくこととしています。

しかしながら、長崎市の地形は山に囲まれ、収

集作業は他都市に見られない困難性を有するとと

もに、また、高台地区への公共下水道の普及によ

り、水洗化していない世帯が散在し、間引き収集

となること等により、作業効率が著しく低下して

いるとはいえ、当期利益が平成８年度から赤字と

なり、10年度以降は大幅な悪化傾向を示し、現状

の衛生公社の経営状況は、平成11年度末で累積損

失は約３億4,000万円の多額に上っております。

さらに、平成13年度の決算では、平成12年度から

会計基準の変更に伴い、退職給与引当金を全額計

上したことにより、この引当金約９億9,000万円

を含めた累積損失は14億7,900万円と膨大な金額

になっております。

このように、今後とも累増が見込まれる累積損

失を黙って手をこまねいて見逃すことはできませ

ん。公共下水道の普及が今後とも進む中、株式会

社とはいえ、出資金の３分の１を支出している立

場上、真剣に検討する時期にあると判断していま

すが、市長は、本市と長崎衛生公社とのかかわり

と市の責任について、どう考えておられるのか、

お尋ねいたします。

また、公社自体の将来に対するビジョンが見え

ておらず、企業としての経営努力をもっとやるべ

きであり、公社経営陣の責任は重大であります。

当期利益が毎年赤字となり、累積損失が増大する

現実を踏まえ、毎年度多くの補助金を支出してい

る長崎市として、現状の経営陣をどう判断されて

おられるのか、見解を求めるものであります。

次に、入札のあり方について質問いたします。

昨年４月に、公共工事の入札契約に係る適正化

法が施行されて以来、本市においては、公共工事

の適正化、透明化を図るため、新たな入札契約制

度の構築に向けた各種の取り組みが行われてきて

います。その一つが、16年度以降に予定されてい

る電子入札の一部導入に備えた準備段階としての

電子メールにかわる郵便入札の試行、また、公共

工事における適正な施工を図るため、言いかえれ

ば、不良工事を防止するために最低制限価格といっ

たものを設けておられますが、その設定方法の見

直しや、さらには入札監視委員会の設置など、さ

まざまな取り組みが他の自治体に先んじて行われ

ておりますことを一定評価したいと思います。た

だ、今、申し上げました新たな取り組みについて

は、試験的に、試行的にという条件がついており

ます。なぜならば、やってみて不都合があれば速

やかに見直しを行いたいということであります。

そこで、最低価格について、本市においては、

その率をパソコンにて自動的に決定されているよ

うですが、現在の公共工事を取り巻く厳しい環境

を考えるとき、企業の入札価格は、おのおのの業

者が工事の設計書等に基づき、自己の技術力や培っ

たノウハウによる積算の上、利益とリスクを勘案

して決定されるものと考えております。試験的に

とはいえ、パソコンで最低価格を決定することは、

いささか疑問の点もございます。試行期間中の現
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状と、今後、行政として、このような入札制度を

どのように考えているのか、お示しください。

次に、最低制限価格に関連する質問であります

が、先ほど申し上げましたように、建築工事には、

最低制限価格が設定できるわけでありますが、業

務委託については、これまで地方自治法の規定が

なかったため設定ができなかったわけであります。

しかしながら、本年３月に地方自治法施行令が改

正され、工事、製造の請負契約以外でも設定でき

るようになったところであります。そこで、昨年

９月議会で、私が業務委託契約のあり方について、

受注競争激化の中にあって、安易な随意契約は認

められないとして、随意契約から競争入札の推進

を行うべきではないかと指摘をいたしましたが、

建設管理部においては、この指摘を受け、本年度

見直しを行ったと聞き及んでおります。今後、さ

らに競争入札が推進されるものと考えております。

そこで、建設工事と同様に、適切な競争を推進

するためにも、例えば建設コンサル業務や警備、

清掃など業務委託契約についても、最低制限価格

を設定する考えがないのか、お尋ねします。

最後になりますが、本市が発注する建設工事、

物品調達など、これを受注するに際しては、定期

受け付け時に市の有資格業者として資格審査を受

けなければならないとなっておりますが、その要

件の一つとして、前年度の市税滞納がないことと

なっております。しかしながら、現在の厳しい経

済環境を反映して市税の滞納も増加いたしており、

個人はもとより企業も同様の状況にあります。こ

れらを放置できないわけでありますし、また、企

業の社会的責任としても、納税は義務であり、絶

対のものであります。

そこで、市の公共工事や物品調達等を行う企業

が受け付け後、新たに市税の滞納が発生した場合

については、当該企業が果たして受注するにふさ

わしい企業であるのか疑問であります。例えば指

名通知書等に「市税滞納がある場合、指名を取り

消す」などといった要件を付すなど、何らかの対

策を講じる考えはないのか、市当局の見解を求め

るものであります。

以上で本壇からの質問を終わります。

＝（降壇）＝

○議長（鳥居直記君） 市長。

〔伊藤一長君登壇〕

○市長 (伊藤一長君) 皆様、おはようございます。

板坂博之議員のご質問にお答えをいたしたいと

思います。

第１点目の長崎衛生公社に対する本市行政のか

かわりと責任についてでありますが、し尿は、ご

みと同様に、一般廃棄物といたしまして、その処

理を行うことは市の固有事務であると規定されて

おります。したがいまして、本市は、し尿処理業

務に係る最終的な責任を果たさなければならない

立場にあるわけであります。

板坂議員ご指摘のとおり、公共下水道の普及に

伴いまして、し尿の収集人口は、今後とも長期に

わたって減少していく見込みでありますが、一方

で、ご指摘のように、本市の地形的特性などによ

り、最終的に、し尿収集世帯は一定数残存するこ

とが見込まれますことから、今後も、し尿の適正

処理を確保するためには、長崎衛生公社は、その

規模を縮小しつつも存続させねばならないと判断

しているところであります。また、本市は、衛生

公社の３分の１の株を保有している株主という立

場でもありまして、その点からも、公社の経営に

重大な責任を有しております。この衛生公社を取

り巻く経営環境は、し尿収集世帯の減少あるいは

散在化などにより、悪化の一途をたどっておりま

して、厳しい局面を迎えていることは事実でござ

います。

本市では、これまで、くみ取り手数料の見直し、

あるいは補助金制度の導入などにより、そのほか

に平成９年２月には、長崎衛生公社経営安定化事

業計画を策定いたしまして、衛生公社の計画的減

車・減員に対して、代替業務を提供するなど公社

の経営安定化を図ってまいりました。また、平成

12年度には、長崎衛生公社改善検討委員会を設置

いたしまして、衛生公社の作業実態に見合った収

集体制の確立など公社自身の経営努力を踏まえた

適正業務の確認を行うとともに、本市の責任及び

役割を明確化し、実施すべき支援策を整理したと

ころであります。

本市は、これまで、この検討委員会からの報告

書の指摘事項に沿った対応といたしまして、平成

12年度末時点における衛生公社の累積欠損金の一

部解消に係る補助金の交付、し尿処理手数料の改
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定、代替業務としての粗大ごみ収集運搬業務の提

供、さらには、下水道の進捗に伴う減収を補てん

するための補助金を拡充するなどの措置を講じて

まいったところであります。また、現時点で実施

に至っていない事項につきましては、衛生公社の

経営やし尿を取り巻く諸問題を中長期的な視野に

立って検討・協議をするために、有識者を交え、

本年度に設置しておりますし尿問題検討委員会か

らもご意見をいただきながら対応してまいりたい

と考えておるところであります。

次に、現状の経営陣についての見解であります

が、現在、衛生公社の経営陣、すなわち取締役で

ございますが、代表取締役を含みます常勤の取締

役２名、非常勤の取締役２名の４名が選任されて

おります。任期は平成15年の定時株主総会終結ま

でとなっております。取締役の選任につきまして

は、定款に基づきまして、本市も株主として出席

いたしております株主総会において決定されるも

のであります。この経営陣に求められますのは、

し尿行政に精通した厳しい経営手腕であり、経営

陣はこの点を十分に認識していただき、厳しい環

境の中ではございますが、経営に当たっていただ

きたいというふうに考えているところでございま

す。

以上、私の本壇よりの答弁といたしたいと思い

ます。

他の件につきましては、所管の方から答弁いた

しますので、よろしくお願いいたします。

＝（降壇）＝

○建設管理部長 (松藤俊光君) 板坂議員のご質問

の２. 入札のあり方についてお答えをいたします。

最低制限価格についてでございますが、最低制

限価格の決定につきましては、現在、本市では、

パソコンによる自動設定システムを利用して効率

的に行っているところでございます。これを採用

した背景につきましては、昨年４月に公共工事の

入札契約に係る適正化法が施行されて以来、公共

工事の適正化を図るために、入札・契約制度の改

善に取り組んできたところでございます。その一

環として、最低制限価格の決定方法につきまして

も、見直しを行ったものでございます。

具体的には、従来は、発注者において工事内容

等に応じてその額を算定していたものを、乱数関

数を用いたパソコンで自動設定することにより入

札時点で初めて最低制限価格が決定されることと

いたしたものでございます。

なお、ただいま申し上げました最低制限価格の

決定方法等、新たな入札・契約制度につきまして

は、これまで建設業協会を初め関係団体に対しま

して説明会を行ったところでございます。なお、

一定のご理解は得ているものと思っております。

いずれにいたしましても、最低制限価格の決定

方法につきましては、現時点では、あくまでも試

行段階であり、しばらくの間、その結果を十分検

証した上で、よりよいものにしてまいりたいと考

えておりますので、ご理解のほどよろしくお願い

いたします。

次に、業務委託契約への最低制限価格の設定に

ついてでございますが、議員ご指摘のとおり、本

年３月に地方自治法施行令が改正され、４月から

工事、製造の請負契約以外についても、その設定

ができるようになったところでございます。本市

といたしましても、その取り扱いにつきまして検

討する必要があると考えております。しかしなが

ら、施行令改正後、間もないこともあり、他都市

におきましても、検討予定や検討中のところがほ

とんどであること、また、特に、警備、清掃など

業務委託契約につきましては、その設定方法も含

め、その取り扱いが本市の全部局に関連すること

もあって、ある一定、慎重な協議を要するものと

考えております。

したがいまして、本市といたしましては、他都

市の導入状況を見守りながら、引き続き検討を行っ

てまいりたいと考えております。

次に、市税滞納業者への対応についてでござい

ますが、本市が発注する建設工事等への入札に参

加するためには、本市有資格者として登録する必

要があり、その定期受付の申請の際に、本市の市

税滞納がないことを一つの要件といたしておりま

す。したがいまして、市税の滞納がある場合には、

本市の登録ができないようになっております。

なお、議員ご指摘のとおり、本市への登録後に

市税の滞納が発生した場合につきましては、今日、

市税の滞納も増加しており、また、本市の財政状

況からしても、このような企業の放置はできない

わけでございまして、滞納が確認された場合は、
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その時点で、例えば指名を行わないなどの措置を

検討する必要があるものと認識いたしております。

したがいまして、その取り扱いにつきまして、

関係部局とも協議の上、対策を講じてまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○15番（板坂博之君） それぞれご答弁をいただき

ましたので、再質問をさせていただきます。

まず、長崎衛生公社に関してでありますが、私

は、この本会議場では、基本的なことに関して質

問をし、細部にわたっては、特別委員会がござい

ますので、そちらの方で質問をさせていただきま

す。

市長の答弁では、し尿収集人口は、今後とも長

期にわたって減少していく見込みであるが、し尿

収集世帯は一定数残存することが見込まれること

から、公社は存続させなければならないというご

答弁でありました。当然、私もまた、多くの皆さ

んも同じような考えだというふうに思っておりま

す。そういう考えに立って、再質問をさせていた

だきます。

長崎市は、衛生公社に関して、現在まで公社の

累積欠損金の一部解消に係る補助金の交付、し尿

処理手数料の改定、代替業務の提供、下水道の進

捗に伴う減収を補てんするための補助金の拡充な

ど、いろいろな措置を講じておられますが、私は、

公社経営安定化には至っていないというふうに思っ

ております。

平成13年３月に報告されました包括外部監査人

は、市とのかかわりについて、「長崎市は公社に

対して出資金を支出し、民間銀行借り入れの債務

保証を実施し、かつ補助金を支出して一定の支援

をしています。しかし、巨額なこの公社の赤字に

対して、それらの支援は効果を持つものなのか、

このままでし尿くみ取り業務サービスは、今後も、

安定的に受益者市民へ供給され続けられるものな

のか」との観点から監査を行っています。結論は、

「問題を少しずつ先送りしていても、累積欠損金

は大きくなるばかりであり、多額過ぎて解決不可

能な事態に陥る可能性さえある。このままの状態

で進行し、最終的に多額の税金を投入する事態と

なったとすると市民の理解は得られず、かつ公社

職員へ約束してきた処遇を守ることができなくな

るおそれがある。市民の側から見ると、市民への

サービス提供に不安がある。冷静に現状分析をし

た上での解決策の策定が緊急の課題である」との

大きな市政上の問題であると指摘をされておりま

す。早急に対応をすべきであります。

私は、全国の株式会社何々公社という会社を調

査してみました。全国で14社あるんですが、残念

ながら１社だけは「回答できません」ということ

で、13社からの回答をいただいております。「３

カ年の決算はどうですか」と、全部、黒字なんで

す。中には、黒字、赤字、黒字、赤字、黒字、赤

字という会社もありました。２社ありましたが、

みんな黒字なんです。３カ年連続赤字は長崎衛生

公社だけなんです。ただ、し尿くみ取り比率は、

これもまた、長崎が一番多いんです。長崎が58.4

％、中には、し尿くみ取りはやっていないという

公社もございました。平均で21.5％です。私は、

くみ取り比率が多いから、こうなるのかなと分析

をしますと、そういう考え方もあります。そして

また、市の助成、補助をいただいておるのは、こ

れもまた長崎市だけなんです。ほかの12公社は、

行政からの補助はいただいておりません。

そして、各社の業務拡大状況、「し尿くみ取り

以外に、どういう事業をされてますか」という質

問では、下水処理場の維持管理、ごみ収集業務の

委託、公園の清掃管理業務など、こういう事業を

各衛生公社は企業努力、経営努力としてやられて

おります。恐らく、これは市からの代替業務とい

うふうに思いますが、例えば下水処理場の維持管

理、私は再三質問をいたしております、指摘をい

たしております。長崎市内の業者に維持管理はさ

せるべきだということで、指摘をずっといたしま

した。下水道部に聞いてみました。下水道は、全

部、長崎市内に委託をするというふうに方針を決

めて、恐らく来年度からは、そのようになろうか

と思います。私は、この下水処理場の維持管理は、

本当に衛生公社がちゃんとした経営者がおるんで

あれば、10年、15年前から状況はわかっておるわ

けですから、「下水道の維持管理をうちの会社に

やらしてくださいよ」と、こういう交渉をやるべ

きだと、私は、そういうふうに思います。それを

全然やらずに、下水道が普及しておるから、くみ

取り世帯は減っておるわけでしょう。当然、代替
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業務として、私は、要求をしてもおかしくないと

いうふうに思っております。

それから、今後の計画、「どういう計画をお持

ちですか」という質問もさせていただきました。

産廃収集運搬などの業務拡大、そしてまた、リサ

イクルセンターの建設運営、こういう事業計画を

やっていますよと、前向きではないですか。よそ

の全国の公社は、前向きにいろいろなことを考え

てやっておるんですよ。

私は、衛生公社もそれなりに努力はされると思

いますが、私は、この際、公社の経営体質を抜本

的に変えること以外に公社再建の方策はないと思っ

ております。給料カットや人員削減などは最後の

安易な手段なんです、これは。経営者として、こ

ういうことはやったらいかんのです、本当は。私

は、従業員は自分の仕事はちゃんと自覚をして一

生懸命頑張っていると思いますよ。３Ｋと言われ

る、いわゆる危険、汚い、きついという仕事をやっ

ておるわけですから、それなりに見合う給料は、

私は当たり前だと思います。私は、経営陣に問題

がある、そういうふうに思いますよ。そして、こ

の経営陣を送り込んでいる行政は大きな責任があ

ろうかと思います。

市長は、平成12年６月議会の野口三孝議員の質

問に対して、代表取締役は、取締役会の決議によっ

て選任をされており、本市のみの判断で代表取締

役を交代させることは困難な面があるものと考え

ておりますと、こういう答弁をされております。

当たり前です。定款上では当たり前のことなんで

す。しかし、実際は、市の意向が全面的に私は入っ

ておると思います。

というのはですね、これ、昭和63年９月議会、

当時の柴田 朴議員の質問です。当時の市長が答

えております。衛生公社の社長の後任の人選等に

ついては、できれば長崎市から送り出した方が一

番いいのではないか、そういうふうに考えている

ところです。とりあえず、社長を送り込んでいき

たい、こういうふうに答えておるんです。という

ことは、長崎市の意向が100％入っているという

ことではないですか、これは。恐らく私は、こう

いう答弁をされて衛生公社に社長を送り込んでい

るというふうに思いますよ。

63年の９月議会ですから、その後、昭和63年の

12月から調べてみました。９月議会にこういう発

言をされてですね、12月から現在まで14年間、代

表取締役は市のＯＢではないですか。というのは、

市の意向そのままに代表取締役を送り込んでいる

ということではないですか。Ａ氏が７年６カ月、

Ｂ氏が２年、Ｃ氏が３年、Ｄ氏、今現在現職であ

りますが、この方が１年３カ月。私は、この状態

で市の意向が入っていないとは絶対に言えない。

そういうふうに思っております。

また、経営陣に求められますのは、し尿行政に

精通した厳しい経営手腕である、こういう答弁が

ございました。私は疑問であります。失礼ですが、

行政ＯＢの方が、し尿行政はともかく、民間の厳

しい経営手腕があるはずはないんです。失礼です

が、そういう経営手腕というのが私はないという

ふうに思っております。

今現在ですね、中小企業の経営者というのは大

変厳しゅうございます。現場をよく理解をして、

従業員の気持ちがわかり、営業面でも、みずから

先頭に立って従業員を引っ張っていく人、また、

現在、この不況の中で、経営者の仕事の半分は資

金繰りというふうに言われております。私は、経

営者としての経験が全然ない役所ＯＢでは、企業

の経営は無理だというふうに考えております。早

急に経営陣の刷新を図るべきだと思っております

が、これは総務部長ですかね、人事の調整をして

いる総務部長の見解を求めたいと思います。

○総務部長 (岡田愼二君) 衛生公社の役員の人事

について、今、厳しいご指摘をいただきました。

いわゆる外郭団体の職員として、本市ＯＢ職員が

雇用されておりますが、その主な雇用理由として

２つほどございますが、一つには、外郭団体は、

市の施策と密接な関係を有しており、あるいはま

た、市の業務そのものを行っているということも

ございますが、市ＯＢ職員を雇用することにより、

相互の円滑な関係を維持できるということがござ

いますが、もう一つには、市ＯＢは、外郭団体の

業務の執行上、関連分野の知識、技術、経験を有

しており、いわゆる即戦力として期待できるとい

うこと等が主な理由でございますが、あわせまし

て衛生公社の代表取締役につきましては、議員ご

指摘のとおり、株式会社の経営者としての手腕が

特に求められているということについては、私ど
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もも十分認識をいたしております。そのようなこ

とから、本市のＯＢ職員のうち、在職中における

全般的な行政経験もさることながら、とりわけ財

務、労務等に精通した職員をこれまで推薦してき

た経緯はございます。

いずれにいたしましても、衛生公社の厳しい財

政状況の中で、抜本的な経営改善を図る必要があ

りますことから、今後とも、衛生公社への本市Ｏ

Ｂ職員の推薦に当たりましては、議員ご指摘の点

を十分踏まえながら、総合的な見地から検討して

まいりたいというふうに考えております。

以上でございます。

○15番（板坂博之君） わかりました。私の意見は

最後に言わせていただきたいと思いますが、次に、

小型合併浄化槽について伺います。

減少するし尿収集業務にかかわるものの一つと

して、家庭用小型合併浄化槽の製造・販売を計画

し、平成４年から独自に製品開発を行い、平成８

年には製品特許を取得し、その後、平成10年に県

や市の補助を受けて製品改良まで行っております。

しかしながら、どういうわけか、平成12年１月に

は、製造・販売権を譲渡いたしております。公社

が将来の事業のために、それなりの投資を行って

独自に開発したものを、なぜ製造から１年足らず

で譲渡したのか、まず、その経過と理由をお尋ね

したいと思います。

また、長崎市は、公社が合併浄化槽の製造・販

売権を譲渡した後、平成12年度に家庭用合併浄化

槽設置に対する補助制度をつくっておりますが、

私は、このようなことを見ておりますと、公社と

市の関係が非常にちぐはぐに思えます。日ごろ、

環境部は指導、監督する立場から、経営問題につ

いて、公社とどのような協議をしているのか、お

聞かせ願いたいというふうに思います。

もう１点、本市におけるし尿収集許可業者の問

題についてお尋ねをいたします。市街地周辺地区

を中心に、無許可業者が存在していたことから、

昭和49年４月に、この無許可業者６社が衛生公社

の下請業者として整理されたというふうに伺って

おります。その後、６業者のうち３業者は、衛生

公社との下請契約で創業者１代限りという条件が

付されていたことから、創業者が亡くなられた時

点で、公社から一定の廃業補償金が支払われ廃業

されておりますが、残りの３業者につきましては、

平成９年４月からは、一般廃棄物収集運搬業の許

可が与えられております。

つまり、現在、許可業者としては、長崎衛生公

社だけではなく、そのほかに３業者が存在すると

いうことになります。会社の規模からいたしまし

ても、これら３業者は、衛生公社と比べれば小さ

な会社ではありますが、法律上は、会社規模にか

かわらず全く同等の立場にあるものと思われます。

そうなれば、これまで市は許可業者である衛生公

社に対して、くみ取り世帯の減少に応じた補助金

等を支出しておりますが、同じ許可業者という面

からは、３業者に対して何らかの措置を講ずる必

要も生じてくるのではないかと思われます。

また、３業者のくみ取り受け持ち区域でも、下

水道の整備は行われていますので、そう遠くない

将来には、くみ取り業務を継続することが困難に

なることも予想されます。その場合、市は、どの

ように対応をされようとしているのか。本市の将

来にわたるし尿行政にとって非常に重要な問題で

あり、当然、許可を与える際に十分検討されたこ

とと思いますので、この点を含めまして、３業者

に許可を与えるに至った経過及び理由について見

解をお示しください。

○環境部長 (高橋文雄君) 板坂議員の再質問につ

いてお答えをいたします。

まず、小型合併処理浄化槽の販売権の譲渡につ

いてでございますが、衛生公社の主体事業であり

ますし尿くみ取り収入が公共下水道の普及に伴い

まして、年々減少の一途をたどる中、衛生公社と

いたしましても、経営改善策の一つといたしまし

て、新規業務の開拓にみずから取り組み、その方

策の一つとしまして、小型合併処理浄化槽は、そ

れまで培われました経験をもとに、公社保有の技

術を生かし、県市の補助制度を活用いたしまして、

研究、開発された製品でございまして、特許の取

得にまで至ったものでございます。

しかしながら、平成11年４月から、衛生公社に

おきまして、本格的な販売活動を開始したやさき

の同年８月に、浄化槽の製造を請け負っておりま

した企業が突然、倒産をすることとなりまして、

製造・販売の中止を余儀なくせざるを得ないとい

うことになったわけでございます。その旨の報告
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は、同年９月の取締役会に報告をいたしまして、

了承されたものでございますから、新たに製造を

請け負う企業を県内はもとより、県外まで探しま

したが、コスト面等の条件で折り合いがつくこと

なく、やむなく製造・販売を断念するに至りまし

た。その後、市内企業から同浄化槽の製造・販売

を行いたい旨の申し出がありまして、双方で協議

した結果、平成12年１月に衛生公社が特許権を保

有したまま、当該企業に製造・販売にかかる所有

権を譲渡するに至りました。このことにつきまし

ては、同年３月の取締役会で承認された後、５月

の株主総会でも承認されたとのことでございます。

続きまして、衛生公社と環境部との日ごろの経

営協議については、どのようにしておるかという

ことでございますが、私どもは、衛生公社とは定

期的に何月、何月というような会議は持っており

ませんが、減車・減員に見られますように、衛生

公社の作業実態に見合いました収集体制の確立や

経営計画、資金計画の確認、資金フローの収支状

況の確認などについて、必要に応じた協議をその

都度行っておるところでございます。また、内容

によりましては、環境部と衛生公社の労使で構成

する３者協議の場を設け協議を行うなど、衛生公

社の適正な業務の遂行に努めておるところでござ

いますが、しかしながら、まだまだ不十分な面も

あると考えておりますので、今後は、定期的な会

議を持つなどして時期を逸しないよう、より緊密

な連携を図るよう努めてまいりたいと考えておる

ところでございます。

３点目のご質問でございます衛生公社以外の３

つの許可業者が存在することになっておるけれど

も、その経過と理由についてでございます。昭和

43年７月に発足いたしました事業組合に所属をし

ておりました８業者のうち６業者が、49年４月か

ら衛生公社の下請業者として正式に契約をいたし

ました。当時は、下請契約は１代限りと決定され

たということでございます。いわゆる廃棄物処理

法によります一般廃棄物収集運搬に係る許可業者

につきましては、その業務の再委託、いわゆる下

請は、法令上、その当時は、まだ明確に禁止され

ておりませんで、違反したと言える状況ではござ

いませんでした。その後、平成４年７月の廃棄物

処理法の改正によりまして、業務再委託、いわゆ

る下請の禁止が法律上、明文化されました。この

ような中、平成７年当時、さきの下請６業者のう

ちの３業者は廃業いたしましたが、平成７年４月

以降は、衛生公社以外にし尿の収集運搬業者が３

業者ありまして、いずれも衛生公社との間には下

請契約は締結されていない状況でございました。

廃棄物処理法上は、無許可営業ということになり

ます。

そういう中で、し尿運搬業務を行っている状況

でありましたので、市としても、このような好ま

しくない状況を早急に解決する必要がございまし

て、考えられる事項と対策といたしまして、３つ

の案を考えました。その一つは、３業者に対しま

して、一般廃棄物の収集運搬業務の許可を与える。

２つ目は、３業者を廃業させ、市内のし尿収集運

搬を衛生公社に一本化する。３つ目は、３業者を

市の委託業者にするという、その３つの選択肢の

中から検討を行いました結果、当時、営業をして

おりました３業者の既得権を守るという意味と、

３業者の同意が得られやすいことや、委託をする

ということになりますと、新たに手数料徴収業務

等、市にとって新たな業務が発生すると、いろい

ろな理由の中から、平成９年４月に３業者が現に

し尿収集を行っている地域を限定するということ

で許可業者としたものでございます。

また、今の３業者は、ご指摘のように、衛生公

社と同じく廃掃法の中での許可業者ということで

ありますし、また、下水道の整備等に伴う一般廃

棄物処理業等の合理化に関する特別措置法、いわ

ゆる合特法と呼んでおりますが、この制度のもと

では同じように取り扱うべきものと考えておりま

す。確かに、現在は、この３業者は衛生公社と比

べますと、比較的、不採算地区が少ないというこ

ともありまして、すぐに経営的に問題になるとい

うことは、現在のところありませんが、いずれに

いたしましても、ご指摘のように、そう遠くない

時期に、この下水道の進捗に伴って、同じように、

いろいろな諸問題が生じてくるというふうに考え

ておるところでございます。

しかしながら、その３業者につきましては、衛

生公社と規模も違うということでございまして、

まだ零細企業が多数存立するということにつきま

しては、くみ取りの経営効率等々も含めますと、
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衛生公社と同じようにということには、直ちには

ならないというふうに考えておりますが、衛生公

社との一本化等々も将来的には考えられる選択肢

として、慎重に研究して、検討してまいりたいと

いうふうに思っております。

以上でございます。

○15番（板坂博之君） 部長ですね、ここは大事な

ところなんですね。明確にお答えをいただきたい

んですが、小型の合併浄化槽なんですね。ここは

ですね、平成９年の９月18日に、私どもの会派の

福島満徳議員も衛生公社に関して質問をしており

ます。そのときに、小型合併浄化槽の話も出てお

ります。「今後、代替業務提供とあわせて、新型

合併浄化槽の販売を柱とした衛生公社の自主経営

改善策を積極的に支援しながら、衛生公社の収支

改善を図っていく所存でございます」。こういう

ふうな答弁があっております。また、そのとき井

原東洋一議員の質問に対しても、同じような答弁

をしております。

ということはですね、この時点では、行政は、

既に衛生公社が小型合併浄化槽を開発をしとる、

研究をしとるということは、ご存じだったはずな

んです。私は、今、再質問で部長の答弁を聞いて

おりますと、私の聞き間違いではなかったらです

よ、譲渡するということは、12年３月の取締役会

で承認された後、５月の株主総会でも承認された

とのことです。これは人ごとなんです。行政には、

この小型合併浄化槽を売るということは何の相談

もなく、衛生公社自身が勝手に売ったんですか。

ここのところは大事なことです。

答弁願います。

○環境部長 (高橋文雄君) 当時の環境部には、事

前に販売・製造中止ということは情報は入っておっ

たということでございますが、販売権を譲渡する

ということについては、衛生公社独自でご判断し

たものというふうに考えておるところでございま

す。

○15番（板坂博之君） あのですね、あなたはさっ

きですね、２カ月に１回か３カ月に１回、経営問

題を衛生公社と話し合っていると、そういう答弁

をしたではないですか。11年の８月に製造を中止

しておるんですよ。そして、この合併浄化槽をど

うしようかという話、これは全然出なかったんで

すか。12年の１月、ここで製造権、販売権を売っ

とるんですよ。全然、話し出なかったんですか。

というのはね、この小型合併浄化槽を行政とし

ても一生懸命支援しますと、緊密に連絡を取りな

がらと、こういう答弁を本会議場でやっておるで

はないですか。そして私ども知りませんでした、

衛生公社が勝手に売りましたというんですか。

再度、答えてくださいよ。

○環境部長 (高橋文雄君) 当時の環境部といたし

ましては、先ほどもご答弁させていただきました

が、販売の譲渡先、譲渡するという意思表示のご

相談はなかったというふうに聞いております。

しかしながら、定期的ではないとしましても、

緊密に連携を取る、しかも、経営問題については、

いろいろな会議を持つと、実はお答えをし、その

とおりの実行を目指したにもかかわらず、このよ

うな大きな問題が衛生公社と環境部の間で、よく

意思の疎通がない、協議がされていないというこ

とについては、私どもも十分反省をいたしますし、

今後、こういったことがないように努めてまいり

たいというふうに思います。

以上でございます。

○15番（板坂博之君） この小型合併浄化槽の件に

関しては、恐らく、そういう答弁しかないんでしょ

う。平行線ですからね、やめますが、私はですね、

これ平成４年から11年まで約７年間かけて、研究、

開発をやっておるんですよ。そして、県とか市か

ら補助をもらっているんですよ。この開発費は何

千万となっておるはずですよ。７年間の人件費か

ら何から計算してみてくださいよ。小さな金額で

はないですよ。本当に経営手腕がある人なら、将

来のことを考えれば絶対に、こういうことを譲渡

したりしませんよ。この時点で既にですね、合併

浄化槽を推進しようという国の動きがあったはず

なんです。おかしいですよ。

公社の、要するに将来を考えてね、当時の社長、

これは私ちょっと聞いてみました。長崎市から最

初に行った方、この人がですね、今から長崎衛生

公社はしりすぼみになるんだと、何かとにかく自

分のところで自社努力をしようということで部下

に命令をしてですね、つくらしておるんですから、

これは。それを代表者がかわるたんびに、最初は

もうやめんかと、そういう話しだったそうですよ。
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それで最後は、もう売ってしまえ、議会からやか

ましく言われるから売ってしまえという話しまで

やったそうではないですか。

私は、こういう考えだからだめだと言うとるん

です。経営者は、やはり民間的な発想で、普通、

経営者は絶対こんなことはしません。当たり前の

経営者であれば、それなりの設備投資をしたらで

すね、絶対、先見性を持ってやるはずなんです。

２年とか３年とか、自分がおるときに何もないよ

うに何もないように、そういうことでは会社経営

はできんのです。ぜひですね、総務部長、この件

は検討を、人事の件は、また後からお話をします

けれども、検討をしていただきたい。

それとですね、長野県の製造会社がつぶれまし

た。そして、県内、県外当たってみました。しか

し、衛生公社の条件で製造をしてくれるところが

なかった。努力が足らんではないですか。この権

利を譲渡しているところは、長崎市で製品をつくっ

ておるではないですか。私は、金額まで知ってい

ますよ、どのくらいでつくっているか。全然、努

力もせずに、部長の話を聞けば、勝手に売ってし

まった、こうしかならんではないですか、私はお

かしいと思いますよ。この件は、特別委員会でじっ

くりやらしていただきます。

それから、総務部長、役所ＯＢの件ですが、役

所ＯＢを代表取締役にやるのは、私は反対だと言っ

ておりますが、実際、反対なんです。経営者のトッ

プとして、役所ＯＢをやるのは、私は反対です。

しかし、取締役として、行政と衛生公社のパイプ

役として、常務とか専務とか派遣をしていいでは

ないですか。ただ、本当の会社のトップとしては、

責任者としては、私は反対というふうに思います。

それも、現在は、常勤の取締役は２人ではないで

すか。それも行政ＯＢ２人。これで会社経営でき

るんですか。私は、ぜひ民間からの登用を検討し

ていただきたい。何ならですね、提案ですが、公

募という方法もあるではないですか。公募をして、

こうこうですと、５年、10年お任せしますと、やっ

てくれませんか。例えば私は、この合併浄化槽を

買った、ここの社長を、こういう先見性がある人

を衛生公社の社長に迎えたらどうですか。私は、

そういうふうに思っております。

時間がございませんので、この程度でやめます

が、許可業者に関しては大きな問題をはらんでお

ります。どうぞ、早急な検討をお願いして、質問

を終わります。

ありがとうございました。

○議長（鳥居直記君） 次は、25番塩川 寛議員。

〔塩川 寛君登壇〕

○25番（塩川 寛君） おはようございます。

質問通告に基づき、順次、質問をいたしますの

で、関係理事者の明快な答弁を期待するものであ

ります。

我が国の歴史を振り返るときに、産業、医療、

文化、生活習慣に至るまで、鎖国時代に、この長

崎が演じた役割は大きなものがありました。開国

直後から、他の地方にこれらの機能が移転しなが

ら明治期を迎えました。

我が国の近代化は、殖産興業、富国強兵という

量的拡大の方向をたどり、バブルが弾ける直前ま

で、戦時下の一時期を除いて、確実に右肩上がり

の成長を遂げてまいりました。今、電気炊飯器に

手を合わせる人は余りいませんが、明治期の母親

は、朝早くから火を起こし、窯のご飯がおいしく

炊けるように手を合わせ、家族に愛情を注いで一

日が始まったと聞きます。昭和に入っても、ふろ

を沸かすのは子どもたちの仕事であったり、家族

全員で生活の役割を分担してきました。子どもた

ちは、汗をかいたり、鼻水を流しながら、餓鬼大

将と一緒に、毎日暗くなるまで、ご飯ができるま

で、勉強はほったらかしで遊んだものでありまし

た。

特に、敗戦から立ち上がるときには、食料を求

め、分かち合い、やがて住宅を求め、白黒のテレ

ビから放送されるさまざまな番組を近所の人々が

毎晩集まって鑑賞したり、外国の生活様式を生活

の夢として、朝早くから夜遅くまで働きました。

そして、テレビや洗濯機、冷蔵庫や車までが国内

で生産され、家庭に普及してきました。国内の生

産能力は需要量をはるかにしのぎ、海外にまでメ

イドインジャパンが普及し、外貨が流入し、経済

大国に成長してきました。

この間、人々は田舎を離れ都市に集中し、石炭

から石油へとエネルギー政策が転換される中で、

太平洋ベルト地帯が形成され、昭和の終わりまで

成長をなし遂げ、都市基盤も充実してきました。
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